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1．はじめに
2006年1月9日開催された中国の科学技術大会で、胡錦涛国家主席と温家
宝首相は、今後中国企業が技術革新を更に強化し、知的財産権の保護を重視
して、科学技術のレベルを向上させるよう呼びかけた。その後2月には、国
務院が「国家の中長期科学技術の発展計画綱要」を発表し、今後15年間の科
学技術の指導方針を確定した。その中心は自主的なイノベーションカの強化
にあり、国の創造能力を向上させ、自主革新、共同革新及び導入技術を消化
吸収した上でのイノベーションが強調された。しばらくたって、国務院は第
6号の文書「国家中長期科学技術の発展計画綱要の実施（2006－2020年）に
ついての若干政策」を発表し、科学技術に関する政策の原則を確定した。
こうした事情から、中囲政府が自主的なイノベーションを重視しているこ
とが伺える。当面、国家発展改革委員会、科学技術省、財務省など各部門は
国務院の指導の下で、企業の自主的な技術革新を奨励する一連の政策を検討
している。そして2006年末までに合計約100項目の政策を打ち出し、企業が
新技術開発の主体となる自主的技術革新の環境を作ろうとしている。これ
らの政策はR＆Dへの投入、金融政策、政府調達、導入技術の消化吸収の奨
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励、ベンチャー・キャピタル、知的財産権の保護、人材の育成など、多方面
にわたっている。
経済発展の動力は、概ね資本投入の貢献、労働投入の貢献及び技術革新に
よる貢献に分けられる。技術革新は全要素生産性（TotalFactorProductivity、
略称“TFP”）の成長率によって示される。戦後日本経済は飛躍的な発展
を遂げ、その成長は技術進歩に依るところが多い。具体的に見てみよう。図
1は日本の経済成長率の中で、技術進歩がどれだけの貢献をしているかを時
期別に見たものである。例えば、1960－1973年の年平均成長率は9．7％であ
るが、その中で、技術進歩によって実現したのは6．2％で、資本と労働投入に
よるのはわずか3．5％である1，。言い換えれば、技術進歩の経済成長への寄与
率は（6．2％）／（9．7％）＝63．9％になり、資本と労働投入の両者の寄与率は
たった36．1％で、技術進歩が経済成長の鼓大な原動力となっていることが分
かる。バブル経済前の1950－1986年までのTFPの経済への寄与率は、平均
年率55．7％に達している。もし高度成長期の1950－1973年だけを見ると、年
平均寄与率は65．4％にものぼる。
1989年以降、日本はバブル経済の影響を受け、不景気に陥り、技術進歩の
図1　日本のTFP貢献
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寄与率は低下している。しかし日本政府及び民間企業の技術革新を重視する
姿勢はあまり変わらなかった。その意味で日本の一連のR＆D政策及び経験
は自主的イノベーションを提唱する中匡＝ことって、参考に値するところが極
めて多いものと思われる。
2．日本のR＆D政策の栂観
戦後、日本政府は一連の優遇政策の実施を通じて、経済主体に研究開発、
技術導入と革新の活動を展開するよう奨励し、明らかな経済効果を挙げてき
たと言えよう。
1950、60年代、日本企業の自主的な研究開発能力はまだ薄弱であったが、
この時期の日本は技術導入を重視した。日本企業は　一つの技術を尊大すると、
更により多くの精力と物資を費やして消化、吸収を行い、完全に導入技術を
マスターするように努力し、技術革新を通じて自主的な知的財産権の特許を
取るように頑張ってきた。その後技術レベルの向上に伴い、日本は70年代以
降、逐次自主的な研究・開発にシフトした。90年代後期のバブル経済崩壊以
降、日本経済は10年以上も続く不況に陥ったが、日本企業のR＆D投資は
199211994年の間だけ縮小したが、1995年からはまた増加に転じた。2004年
に日本が投入した科学研究経費の総額は16．8兆億円に達し、国内総生産に占
める割合は世界主要国の中で最多の3．35％に達した。中でも民間企業による
研究開発投資は総額の約7割を占め、企業がR＆Dと技術革新を重視してい
ることが分かる。これは日本政府の政策と強い関係があるからである。日本
でのR＆D促進税制は主に以下のとおりである。
（1）増加試験研究費税額控除制度（1967－1998）。この制度は当該事業
年度の研究費額が1967年以降に支出した研究費の最高額よりも増加している
法人に対し、その増加額の20％に相当する分を法人税額から控除する制度で
ある。また、「事業の革新法」によって、この法に定める特定業種に従事す
る法人は、増加試験研究費税額控除制度の選択適用を条件に、当期研究費が
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1995年以降に支出した研究費の最高額を超えた場合，その増加分の10％相当
額を法人税額から控除することができる。ただし、上述の控除制度は最高の
上限を設定している（ほかの政策と併用しても法人税の控除は最高13％）。
（2）中小企業技術基盤強化税制。「増加試験研究費税額控除制度」を通
用する条件として、企業は毎年研究費を増さなければならない。これは資金
的制約の多い中小企業にとって、継続的に増加させることはそう簡単なこと
ではない。そのため1985年4月に日本政府は中小企業の優遇政策として「中
小企業技術基盤強化税制」を創設した。これは中小企業がR＆Dに投資した
場合、その投資の一定割合に基づいて、その年度の法人税から控除できるこ
とを認めるものである。この制度で控除する対象は研究開発の増加分ではな
く、R＆D投資の一定の割合からである。ただし、この制度にもいくつかの
条件が付け加えられている。つまり、ほかの優遇政策と併用の場合、法人税
の上限は15％と定められている。しかも、通用できる中小企業は常時雇用従
業員が1000人以下で、または資本金もしくは出資額は1億円以下の法人でな
ければならない。
（3）研究用設備の特別減価償却制度。これはR＆D用設備に対する減価
償却制度で、設備の加速減価償却を通じて、企業の税収負担を軽減するのが
目的である。
（4）特別試験研究費税額控除制度（1993－1998）。当制度は企業が国立
研究機関、外国研究機関などと共同研究を実施する場合、ならびに特定目的
の研究（省エネ、リサイクルに関する試験研究、希少医用薬の開発に関する
研究など）に適用する制度である。その費用の6％が当該特別試験研究費控
除の対象になる。ただし、この制度は増加試験研究費税額控除制度及び基盤
技術研究開発促進税制と併用する場合には、税額控除の上限はそれぞれ10％
と13％となる。
（5）「基礎技術研究開発促進税制」（ハイテク税制、1985－1998）。1985
年に創設された制度で、新素材、バイオテクノロジー、先端的なエレクトロ
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ニクス、高性能ロボットといったハイテク分野の試験研究用資産に対する減
価償却制度である。目的はこれらの試験に必要で不可欠な高価な設備を円滑
に導入する点にあると考られる。資産取得価格の5％相当額を法人税から控
除できるが、上限は通用年度法人税の13％とする。
R＆Dの優遇措置以外に、日本はまた制度の完備と政府によるR＆D活動
の介入などの対策をとっている。たとえば1996年に日本は「科学技術基本計
画」を策定し、政府のR＆D投資額を2000年までに17兆円に増加することを
確定した。また1999年に日本は米国のバイ・ドル法を参考に、日本版バイ・
ドル法を制定した。これにより政府が大学あるいは公共研究機関に委託した
研究プロジェクトの特許権を被委託機関に授与することを認めた。
長引く不景気のため、これまでのR＆D政策の効力が小さくなったため、
日本は早く低迷から脱出しょうと、2003年にまた多くの優遇政策を登場させ
た。「総額型R＆D税額控除制度」はその中の一つである。この政策はR＆D
投資総額の増加分を対象とするのではなく、投資総額に対する一定の割合
（5％）で法人税額から控除するもので、優遇の幅がより大きくなる。また
「増加試験研究費税旗控除制度」の有効期限も1998年から20（通年3月31日ま
でに延期されている。さらに2003年9月11日、文部科学省は科学研究の補助
金の制度を改正し、今まで大学と公共研究機構の科学技術者を対象にしてい
た特恵制度を、2004年から民間企業の一般研究者にまで拡大し、政府の科学
研究に対する支援の姿勢をはっきりと示した。
以上挙げたように、日本では研究開発の不確定性、成果の占有不可能性、
技術知識の公共性などの特殊性に鑑み、多くの研究開発に優遇措置を講じて
いる。中でも、経済主体の研究開発の積極性を引き伸ばすためのバイ・ドル
法と研究開発投資の税金控除制度は重要な役割を果たしている。R＆Dが成
功すれば特許権を授与されるが、成功しなくても税金の控除が適用されるの
で、企業が積極的にR＆D投資を行っている。また設備投資に対する税額の
減免制度も研究成果の実用化を目指すものであり、政策の目的はR＆D投資
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の促進に留まらず、その研究成果を実際の生産能力に転換させることにもあ
る。これらの実用化政策を研究開発の促進策とセットで実行すると、より大
きい経済的効果が期待できるだろう。更に日本は共同研究開発を促進するた
めの税制優遇制度も設けている。この制度は各企業、大学あるいは研究所の
優位性を十分に発揮させ、研究成果を早く出すことに寄与すると同時に、不
当な競争を回避することによって、研究費用の節約にも寄与できるので、研
究開発投資の効率向上に役に立つ。こうした財政支援、金融支援などの多角
的な優遇政策は、日本のイノベーションに大いに貢献したと言える。
3．中国のR＆D投資の現状と問題点
1980年代以来、中国政府と企業は技術革新を重視するようになった。R＆
D投資の実際情況から見れば、90年代以降、中国のR＆D投資は先進国の水
準には達していないものの、投資額は着実に伸びて来ており、投入の規模は
ここ10年で5倍近く増大した。特に第九次五力年計画期には、中国のR＆D
投資は急速に成長し、年平均16．15％も伸びた。これは第八次五力年計画期
の成長速度の2倍余りである。
但しR＆D投資の対GDP比の変動は大きい。1991－1996年の間は年々低
下傾向を呈している。1992年の0．8％近くから1996年には0．6％に下がり、し
かも90年代の最初の8年間はずっと0．6％、0．8％の間で低迷した。しかし
1999年以降は回復を示し、2000年にはR＆D投資の対GDPの割合は1％に
達し、2（氾2年には1．2％を上回っている。
中国の国家統計局、科学技術省と財政部が共同で発表した科学技術費に関
する統計によると、2003年の中国の科学技術費は継続増加の態勢を維持し、
全国の科学研究と発展経費の歳出は1539．6億元に達し、2002年に比べて
19．6％も増加した。当時のGDPに対する科学技術費の比率は1．31％で、歴
史上最高水準となった。
ここ教年間、中国のR＆D投資は確かに速いペースで増加しているが、日
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本などと比べると、やはり大きな差がある。現在中国の研究開発投資には、
主に下記のような問題点がある。
第1に、R＆D投資の総量が小さく、投資額は依然深刻な不足状態を呈し
ていることである。現在中国のR＆D投資の対GDP比はまだ小さく、2003
年にやっと1．31％に達成した。先進諸国の2003年の平均水準は2．5％以Lで、
中でもF7本のR＆D投資の対GDP比はもっとも高く、2002年から3年連続
して3．35％に達し、世界上位を保っている。したがって、R＆D投資の対G
DP比から言えば、中国はまだ低水準にあると言える。
第2に、企業がR＆D投資の主役になっているが、企業間の格差が大きい
ことである。先進国の状況から見ると、企業のR＆D投資量は平均で国全体
の60％－80％をJiめ、民間企業が主体となっている。OECD（2003）の
「主要科学技術指標」によれば、日本の民間の比重は75％で、韓国は76％と
なっている。これに対し、中国企業の研究開発投資の総額は全体の60．1％に
とどまり、政府は29．9％となっている。中国も　重民問企業が投資の主体に
なっていると言えるが、企業間の格差が大きいことに注意する必要がある。
『人民日報j2006年6月29日の報道（注1）によると、1、現在中開では
一部の企業の研究開発支出の売上高に対する比率は5％、7％に達し、個別
では10％にも達している企業もある。しかし全体の平均値を見ると、一一定規
模以上の企業の研究開発支出の対売上高比率はわずか0．56％で、大型企業と
中型企業の比率は0．71％しかない。また全国2万社以上の大型と中型国有企
業の中で研究開発機構を設けている企業は全体の25％しかない。先進国の例
から見れば、急速に発展しているハイテク系企業では、R＆D投資の対売上
高比が3％より低い企業は生き残ることさえ牡しいという。したがって、中
国企業は今後より積極的に投資しなければ、難しい局面に陥るに違いない。
R＆D投資不足の原因は、経営不振でそれなりの余裕資金がないか、或いは
R＆Dを重視していないためであると思われる。長期的に見れば、これは企
業の技術水準の向上に不利であり、中国の経済発展と競争力の向上にダメ一
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ジを与えるであろう。
R＆D投資が少ないため、そこから生まれる特許も当然多くはない。中国
国務院国有資産管理委員会（略称“国資委”）の管轄する166社の中央企業で
は一社当たりの累計特許申請数は226件で、外国の大型企業の年平均特許申
請数の1／5にも達していない。一方上海の32万社あまりの企業でも、特許を
申請したことのある企業は全体の3．5％たらずで、累計で10件以上の特許を
申請した企業は全体の10％しかない。また、北京の中関村の1．4万杜の企業
でも、特許を申請した企業は全体の12％しかない（注2）。このように見て
くると、中国企業は自主的な技術革新の面で先進国企業と比べて、まだ大き
く立ち遅れていることが伺える。
第3に、R＆D投資の効率が低いことである。国務院発展研究センターの
統計によると、中国のR＆D投資は1997年の348．69億元から2003年には
1539．6億元と、わずか6、7年の間に4倍余りに増加した。同時に、2003年
のR＆D投資の国内総生産に対する割合は1．31％で、これは1997年の0．糾％
に比べて大きく伸びている。
しかし、中国のR＆D投資の効率についてはまだ楽観視できない。1978年
末に改革開放を実行してから、中国の年平均経済成長率は9．8％で、世界一
の成長率となっている。国内総生産もすでに世界の第6位に踊り出て、さら
に第4位に邁進しつつある。ところが、ここ数年来の経済成長は、要素の投
入に大きく依存し、技術進歩の経済成長への寄与はまだまだ小さい。
図2に示されているとおり、1978－1988年までは農村改革を始め、一連の
制度改革を実施したことで、中国の経済体制と市場は大きく変化し、その影
響で、TFPの経済成長への寄与も大きく変動していた。1989－1991年はい
わゆる天安門事件の政治的な影響を受けたため、TFPの経済への寄与率は
大きく下落し、最低は－155％にも達した。1992年以降郡小平氏の「南巡講
和」をきっかけに、外資導入が積極的に進められ、加えて1998年から始まっ
たデフレの影響で中国経済は過剰生産を招いた。そのためTFPの経済への
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図2　中国TFPの貢献
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出所：弥脚王、刑受雪、「中国全要素生産性の計側1979－20飢」F掛済研究j2005年第6号，
託頁のTFP成長率のデータを利用して、筆者が計算作成した。
寄与率は一貫して減少した。2000年になって一一連の積極的な財政政策、特に
インフラ整備と教育、研究開発への投資の増大によって、TFPの寄与は上
昇に転じている。
1989－1991年の3年間を除外して、都塵旺、貢俊雪（2005）（注3）のT
FPの成長率データを使って推定すれば、1978r2004年の中国TFPの経済
成長への寄与率は平均年率わずか11．4％でしかない（図2参照）。
これに対し、日本の1950－1986年の年平均寄与率は55．7％に達していて、
格差が相当大きいことが伺われる。つまり、日本では技術進歩の経済成長へ
の寄与が大きかったのに対し、中国の経済成長は依然として要素投入の増大
によって牽引されている部分が大きかったということである。労働と資本な
どの要素投入の経済成長への寄与率はお．6％と高かったのである。このよう
な経済成長方式は、今は何とか維持できるが、長くは続けられないに違いな
い。
勿論、日本も近年経済成長率が低く、色々な難問に直面している。なぜ日
本の1950－1986年と比較したかというと、この時期はいわゆる日本のキヤツ
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チアップ段階で、経済パフオマンスが、今の中国とよく似ているからである。
第4に、中国では技術導入が重視され、消化吸収が軽視されていることで
ある。発展途上国として、中国は「後発性の優位」を持っている。先進国か
ら進んだ技術を導入することを通じて技術の進歩を実現することができ、し
かも短い期間で生産能力を形成し、供給を増加させることができる。1980年
代から鋤年代のはじめまでは、中国企業はこうした手法で技術を導入し、消
化吸収を行っていた。そのため技術の進歩は比較的に早かった。しかし、
1992年以降、中国では外資の導入と製品の輸入に重点を置き、それが技術導
入と消化吸収に取って代わる動きが出てきた。企業は技術導入の中で、技術
レベルの向上よりも、生産能力の拡張を優先した。更に問題なのは、一部の
企業ではあるが、技術上の対外依存を強め、自身のR＆D投資を減らすこと
さえしていたのである。
4，中国のR＆D優遇政策の課題
以上述べた企業のR＆D投資の開題点はいずれも中国政府のR＆D促進策
の不備と関連していると思われる。企業のR＆Dを支援するため、中国政府
は1990年代から企業への支援基金制度を設け、新技術の開発プロジェクトに
対し税制の減免などを行った。客観的に言えば、こうした優遇政策は、外資
系企業と内資系企業の技術革新を促すのに、一定の積極的な役割を果たした
と言える。しかし全体の税制の構造と中国の税収政策を見てみると、依然と
して多くの問題点が存在する。
第1に、研究開発を促進する税制優遇政策の効果が小さいことである。ハ
イテク産業は高コスト、高リスクと高収益が特徴である。企業の技術革新を
奨励するために、中国政府はいくつかの税制優遇政策を制定した。たとえば、
企業のR＆D投資に対し150％の税額控除制度を実施しているが，適用範囲
が制限された。つまり研究開発投資が前年度より10％以上増加した企業がそ
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の対象になり、しかも、必ず利益の生じた企業でなければならない。こうし
たことでは、企業の技術進歩に有利なプロジェクトに優遇政策が適応されな
い場合がある。これに対し、日本のR＆D投資に関する税制は比較的合理的
だと思われる。R＆Dに投資すると、すぐそれに相応しい税収の控除を享受
することができるので、企業は積極的に研究開発への投資を行った。
第2に、現行の増値税はハイテク産業の税金負担を増大させる恐れがある
ことである。中国で現在実行しているのは生産型増値税である。ハイテク産
業は普通の加工業よりその資本構成において、よりコストの高い設備が多い
が、しかし現行税制では固定資産の一部を除いて税金控除の対象にならない。
そのためハイテク企業の負担を加重させている。たとえその対象になっても、
各級政府機関の認可が必要で、手続きは煩雑である。そのため、生産型増値
税はハイテク企業の設備更新と改造に対してあまり役に立たないし、企業の
設備更新を妨げることになる。これらのことは結果として中岡のハイテク製
品の国際競争力を弱める恐れがある（注4）。
第3に、外資系企業に対する優遇措置が民族企業の創業環境を悪化させて
いることである。中国では内資系企業と外資系企業の所得税率は異なってい
る。外資系企業の所得税率が15％、33％であるのに対し、内資系企業の所得
税率は33％である。また内資系企業と外資系企業の間で所得税の減免の年数
も違う。生産型外資系企業は設立してから最初の2年間は所得税を全額免除
され、後の3年は半分の徴収額となっている。その上、中国国産の設備を購
入する場合、更に一部の企業所得税を相殺することができる。1998年以降、
中国は技術開発および革新を行う外資系企業への奨励措置を強化し、外資系
企業が中国でR＆Dセンターを設置するとき、申匡＝こ持ち込む機器や関連技
術、システムのパーツ、予備部品は、輸入関税の課税対象外になっている。
また外資系企業が、政府の奨励する技術改良方針に沿って自社の技術を改良
するために、技術、機器、部品を輸入する場合は、それらの輸入に対しても
輸入関税が免除される。
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しかし、新設の内資系企業は、生産開始のEから2年以内しか所得税の減
免を享受することができない。事実上、この優遇措置は、多くの内資系企業
にとって意義のない形だけの優遇措置だと言われている。例えばハイテクプ
ロジェクトの場合、量産しさらに市場を開拓するまでには比較的に長い時間
が必要で、多くの企業は2年よりずっと多くの時間を要する。2年以内では
まだほとんど利益を出せない状態である。そのためこの優遇政策は企業に
とって実際の利益を与えにくい。
内資と外資の待遇の違いはまた中国各地域で実行されている税収政策でも
みられる。例えばハイテク産業開発区、経済技術開発区と経済特別区では区
内企業と区外企業の税収には大きな違いがある。区内では一部の企業はハイ
テク企業であるにもかかわらず、特恵税収を受け、一部の区外企業はハイテ
ク企業なのに、優遇政策の対象外となる。現在こうした特区に進出している
企業は外資系企業が大半を占めているから、内資系企業はやはり不平等な扱
いをされていることになる。
現在中国へ投資している企業の多くは大型の多国籍企業で、その実力は中
国企業より強い。そのうえに税制上の優遇の措置が与えられれば、中国の内
資系企業の競争力は大いに弱化させられることになる。外資への優遇政策は
すでに長年続けてきているし、現状では中国の投資環境も大きく改善された
わけであるから、こうした外資企業の優遇政策は見直すべき時期であると思
われる。外資政策を改めても、中国の巨大な消費市場、安価な労働力、安定
的な政局及び保有する土地の価値の上昇などから、多国籍企業が中国に対す
る投資を簡単に放棄することはないだろう。
第4に、イノベーションを奨励する政策や法律が完備していないことであ
る。中国のハイテク産業の政策の重点は輸出促進と外資導入にあり、これが
中国企業のR＆D投資不足を促す重要な康富の一つだと思われる。また、中
国企業はたとえ自主的に技術革新を行っても、依然として金融機関の支持を
得がたいのが現状である。特に研究開発型ベンチャー企業は安定した資金供
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給ルートがなく、ベンチャーキャピタルの支持も得がたい。また、中小企業
が絶対のウェートを占めているにもかかわれず、中国ではその特性に適応し
た研究開発上の優遇措置が少ないし、設備投資及び技術移転に関する促進策
もあまり見当たらない。こうした政策の空白が企業の発展を大きく制約して
いるものと見られる。
5．対策
中国は人口が多く、資源の総量は多いが、一人当たりの資源は不足してい
る。このような情況の中で、中国経済をより健康的、安定的かつ急速に発展
させるためには、傾斜的な政策、適切な研究開発投資が実行されなければな
らない。このような政策によって、スピードは違いが、質に問題のある当面
の経済成長を改善していく必要がある。ここ数年の中国の経済成長のパター
ンについてはすでに多くの啓鎧が鳴らされている。資源の大量浪費、環境の
破壊などは、経済成長の方式を変えなければならないことを示している。し
かし、成長パターンの転換においては、一番大切なことはやはり技術進歩で
あり、技術の進歩はコア技術の開発に依る。そのため、新技術と新製品の開
発に重点を置く戦略をとり、研究開発を促進させる政策が必要になる。一方
で、先進国の教訓を吸収し、決して「先に汚染、後で対策」という古い道を
歩んではいけない。これもやはり技術革新によらなければならない。そのた
めには下記のような対策が講じられるべきだと思われる。
第1に、R＆Dの重要性に対する認識を高めることである。企業の管理者
と縫営者は研究開発、技術革新が企業の活力を強化する上できわめて重要な
手段であることを十分認識し、限りのあるR＆D資源でできるだけ多くの投
資リターンを獲得し、企業のコア競争力を高めるようにつとめるべきである。
これは企業の兢争力を高める唯一の手段である。今日世界経済は日進月歩で、
多くの外国企業が中国市場での兢争を展開しているから、中国企業はより激
しい競争に直面することになる。もし自主的な革新能力がなければ、競争の
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中で取り残されることはまちがいない。
政府も研究開発を重視すべきで、企業の経営者、特に国有企業経営者の業績
を評価するには、研究開発における業績もその中に組み入れるべきである。
しかし、今まで企業の経営者を評価するための指標体系には、生産高の増加
が重要なシェアを占め、自主的な技術革新はまだ審査体系の指標になってい
ない。
第2に、R＆D投資を増加し、技術の吸収能力を高めることである。一人
当たりのR＆D投資は一回の研究開発強度を評価する重要な指標となってい
る。日本、米国及びスウェーデンは一人当たりのR＆D投資は1000ドルぐら
いに達している。OECD国家の平均水準でも一人当たり500ドル以上であ
る。それに比べて、中国の2002年一人当たりのR＆D額はたったの12ドルで、
OECD国家の平均水準の1／40で、近隣韓国の1／25に過ぎない。今後条件
の許す限り、中国はできるだけ一人当たりのR＆D経費を増やすべきであろ
う。
一方、現段階では中国企業は外国からの技術の導入を重視すべきで、企業
自身の吸収能力を高めることも必要である。中国には依然として資金不足の
問題があり、しかも技術レベルはまだ立ち後れている。そのため、いまだに
自主的な研究開発投資を行うのに十分な能力はないし、またその必要もそれ
ほど大きくないと思われる。条件の整った企業は自主的な研究開発を行うべ
きで、条件の整っていない企業は特許のライセンスなどで技術を消化吸収を
する道を選択すべきではないかと思われる。戦後日本は技術の導入を通じて、
更に消化吸収し、またイノベーションを行い、自分なりの新製品を絶えず作
り出すというモデルで優れた成果を収めた。この経験を中国は参考にすべき
である。つまり、いかに早く吸収力をつけるかが今後の重点課題として検討
されなければならない。
第3にR＆Dに関する各種の優遇政策を充実させ、政策の総合的効果を高
めることである。現在世界各国でよく使われている研究開発支援政策は、主
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に下記のようなものである。①補助金あるいは税収の減免の形で研究開発に
対し財政的な支援を行う、②特別貸付、つまり政府の金融機関は資本市場の
現行利子より低い利子で企業に融資を提供する、③ベンチャー・キャピタル
の発展を促進する政府の支援政策で、企業の技術革新におけるベンチャー・
キャピタルの役割を強化する、④政府の調達政策で新製品の市場開拓を援助
する、⑤特許政策で経済主体の積極的な研究開発を奨励する。
ハイテク産業化の過程は、研究開発、拡散と移転、商業化の過程でもある。
研究開発に関する促進策はこれらの過程を目標にし、基礎研究の促進策、応
用と開発研究に関する促進策、それに技術成果の移転と拡散に関する促進策
などを実行することによって、よりよい成果をえられるであろう。これらの
政策はともに技術開発と移転を有効に推進するためのものであり、そのいず
れも軽視されるべきではない。しかし、現在中国では、まだこのような具体
的な政策は少なく、可及的すみやかな政策化の実現が要請されている。
第4に、政府の役割である。政府は企業発展の環境作りに主導的役割を発
揮すべきで、各種の政策を通じて企業が積極的に研究開発活動を展開できる
ように奨励する必要がある。更に企業を研究開発の共演者より主役に転換さ
せる役目も重要である。
それから、もう一つ重要なのは、政府は市場の失敗の起こりやすい基礎研
究の領域においてその役割を十分に果たすべきである。場合によっては市場
の失敗を減少させるため、直接介入してもよい。特に投資規模の大きい、懐
妊期間の長い、外部性の大きいプロジェクトについては、政府は資金的な援
助、あるいは企業同士による共同研究を調整する必要がある。このような共
同研究は各企業の優位性を十分発揮することによって、技術、人材、設備、
資金及び市場など多方面のリスクを最大限に解消することができる。
日本の経験をみると、戦後経済の再建時代には、政府は財政、金融の面だ
けではなく、企業の共同研究の面でも大きな役割を果たした。例えば、日本
の通産省主導のプロジェクトは1974年のサンシャイン計画（石油代替エネル
ー127－
ギー技術の開発）、1976－1979年の超LSIプロジェクト（超大型集積回路の
開発）、1978年のムーンライト計画（エネルギー生産向上技術の開発）、1982
－1991年の第5世代コンピュータプロジェクトなど、いずれも日本の政府機
関としての通産省が直接参与したナショナルプロジェクトである。このよう
な共同研究活動は研究開発投資の効率を高めるだけでなく、日本国全体の技
術水準の向上にも大いに貢献したものと思われる。中国の場合、政府の果た
すべき役割はまだ不十分である。今後研究開発投資の効率を向上させるため
には、共同研究の調整役の役割をもっと積極的に果たすべきである。
第5に、知的財産権の保護を強化することである。国内外の技術格差はま
だ大きいため、多国籍企業は中国で研究開発機関を設置し、中国の国内企業
あるいは研究機構から研究資源を吸収するかもしれない。中国の国内の科学
研究の成果が安い価格で多国籍企業に流出することを食い止めるため、知的
財産権の保護を強化しなければならない。一方、多国籍企業も自分の独占的
な技術優位を守る立場から、投資目標国の知的財産権の保護の状況が投資判
断のひとつの重要な要素となっている。知的財産権が十分に保障されるとこ
ろでは多寓籍企業も積極的に投資しやすいであろう。そのため政府や企業も
知的財産権の弓如一意識を持たなければならない。
6．まとめ
日本の場合、研究開発の優遇政策が比較的多く、上述したようにその対策
も多方面にわたっており、有効な研究開発の支援体制を形成している。それ
に比較して、中国の優遇政策はまだ少ないだけでなく、研究開発の促進政策
でも、すでに成果のあるプロジェクトへの優遇措置に重点がおかれ、成果の
出ていないプロジェクトに対してのインセンティブが不足している。また、
中国では基礎研究と開発研究の主体があまり明確ではない。現状のままでは
基礎研究は政府が主役でやるべきなのに、企業がやり、企業が積極的にやる
べき応用と開発研究を政府が代わりにやるという混乱が起きる恐れがある。
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更に科学技術省と国家工商総局のウェブサイトにアクセスして見ても、内容
の多くは幹部の談話で、具体的な政策はあまり見当たらず、政策の透明性に
乏しい。
以上のことに鑑み、今後政府は、より具体的な対応策を検討していく必要
がある。ここ数年来中国経済はかなり速いペースで成長しているが、これは
基礎の弱い、起点の低い、しかも立ち遅れた状況の中で起こったものである。
この状態は、かつての日本の戦後回復やアジアNIEsの発展と同様の段階
とも言える。しかし今後とも安定的な発展を期待していくためには、経済成
長方式の転換が必要であろう。そのためにも新技術と新製品を生み出せるよ
うなしっかりとした研究開発政策を推し進めて行くことが重要であろう。
（筆者は、中国粟粒江大学経済与工繭管理学院教師であり、南関大学経済学院世界経済学亜
攻博上後期謀掛二在学中、20髄年6月より3カ月間亜細亜大学アジア研究所客員研究上ミ）
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（2）「人民R粒・海外版」2（泊6年6月29日第4版「中国の特許法早期完備の必要」
（3）都塵旺、別便雪（2005）は3つの方法でTFPを推測していたが、ソロー残差法などの
方法による計測の結果はバイアスが大きいため、本文では彼らの潜在産出法の結果を使
用した。
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惨考文献】
（中国語）
①　黄合成等（2005）「中国研笈支出的影的囚素分析」研究勺笈展管理17
巻第6号．
②　節夙芹（2004）「促述商技水戸址笈展的税収政策」財政部財科所　中国
一129－
科技都岡貼http：／／wwwdinainLo．gov．crL／。
③　狐戻旺　更俊雪（2005）「中国全要素生戸率的借算∴】979－2004」中国人
民大学中国財政金破政策研究中心　r蛭済研究題2005年第6期。第51－
60頁。
④「人民日報・海外版」2006年6月29日第4版，「中国の特許法早期完備
の必要」。
⑤　芙双（2004）「国外政府科技投入及中国科鼓投入現状」r国宏揺告J2004
年12期・国家笈展与改革委員会宏現経済研究院信息研究瞥淘中心．中国
科技都岡姑http：／／www．chmainfo．gov．cn／。
⑥　老英（2005）「自主創新　政策先行」中因社会科学院工並簸済研究所研究
員　中国科技都岡姑http：／／www．chlnalnLo．gov．cn／。
⑦　勉英（2005）「対中国促漣自主創新政策的汗併与建淡」中国社会科学院
工並鐙済研究所研究員　中国科技都岡姑httpンノ／www．chinalnb．紗V皿／。
⑧　樹景　王盤先（2005日我国的促迷科学枝木炭展的税収政策的激励不足的
原因及今后的対策」r中国科学技術塘反j
http．／／www．chinaink）．gOV．Cn／data／200509／1＿20050922J19111html。
（日本語）
⑨　古賀款久（1998）「税制と研究開発投資」ビジネスレビューV。1．45N。．3．
⑬　渡辺千切はか（1998）「技術経済論」r日科技連」．
－130－
